
定款に記載

された

事業名

事業内容 日日寺 場所
従事者

人数

受益

対象者

範囲

受益

対象者

人数

事業費

(千

円)

持続可能な開発

目標 (SDGs)等

に関する広報事

業

これ までの活動報告

発信

ほか

年 間 を

通 して

東京都 1名 SPJ、 一般市民 1,000名

1,304

アフリカ等の

貧困問題等に関

する啓発・教育

事業

(1)教育機関等

における講演

東三鷹学園三鷹市立

第六中学校の学生受

け入れ

(2)顧 み られない熱帯

病アドだカシー事業

オンラインセ ミナー

3回

2021年

10月

年 間 を

通 して

2021 年

6 月 ^‐8

月

東京都

東京都

中学生

一般市民

5名

460名

13,425

書式第 12号 (法第 28条関係)

令和 3年度 事 業 報 告 書

特定非営利活動法人 SDGs・ プロミス・ジャパン

1 事業の成果

令和 3(2021)年度の主な事業は、支援事業としては、①ウガングにおけるエコキッチン建築支援、

②ガーナにおける手指消毒支援事業、③ガーナにおける職業訓練校建設事業、と④ トルコにおけるシリ

ア難民支援事業を実施 した。国内では誰一人取 り残 さない世界を目指 して、①オンライン・セ ミナー・シ

リーズ 「ウィズ・コロナ時代のグローバルヘルスを考える :感染症と人間の安全」 (3回)を実施 し、②

2022年 1月 30日 の 「世界顧みられない熱帯病 (NTD)の 日」には世界 100か所の著名建物ライ トアッ

プイベン トと連携 して東京タワーをはじめとする国内 5カ所をライ トアップし、世界中で 10億人以上存

在するNTDs患者への喚起を促した。そのほか③フィリピンにおける災害支援事業、④SDGSス ペンヤ

リス と特別講演シリーズの開催、⑤MPJユースの学生の活動支援を行った。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【35,118】 千円)

事 業 報 告 用



世界 NTDの 日イベン

ト

ほ か

2022左 |三

1月

東京都 、

長崎県、

北海道

一般市民 不特定多数

アフリカ等への

支援事業

ウガンダにおけるエ

コキッチン建設支援

事業

ガーナにおける職業

訓練校建設事業

ガーナにおける手指

消毒支援事業

トルコにおけるシリ

ア難民支援事業

ほ か

2021年

4月 ～

2022 `午

2月

年 間 を

通 して

2021年

4月 ～

2022年

2月

2021年

4月 ～7

月

ウガ ンダ

共和国

ガ ー ナ 共

和国

ガーナ共

和国

トル コ共

和国

1名

3名

2名

2名

小学生、一般市民

学生、一般市民

医療従事者

支援の届きにくい

貧困層や難民コミ

ユニアイ

20,000名

18,000名

180名

200:名

19,847

グ ロードルな問題

に対する理解を

深めるための派

遣・招聘事業

2021年度は該当事業

なし

アフリカ等の

貧困問題等に関

する調査研究事

業

2021年度は該当事業

なし

関連団体との

交流・情報交

換事業

(1) Mlllennium

Promise Alliance

理事会参加

(2) JACntd

運営委員会参加

(2)Unltlng to

Combat NTDs

年間を

通 して

年間を

通 して

年間を

通 して

オンライ

ン

東京都

オンライ

ン

1名

1名

1名

146



理事会参加

内外の

災害救援活動

フィリピンにおける

災害支援事業

2022

年 3月

フィリピ

ン共和国

2名 貧困層 約 50世帯

396

(2)そ の他の事業 (事業費の総費用 【 0 】千円)

定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

事業費
(千 円)

前年度に引き続き、事業開始の為の準備を行っ

た。

前年度に引き続き、イベン ト等の企画を提案 し

た。

ｎ

）



書式第 14号 (法 第 28条関係 )

令和 3年度 活動計算書 (そ の他事業が上る場合 )

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 SDG"プ ロミス・ジヤパン

エ

科 目
特定非営利活動に係る事業

金  額  小計・合計

その他事業

金  額  小計・合計
合 計

550.000
1  5∞ .0∞ 0 550.000

6.697.5231
1   6.697.523 0 6.697.523

39.817.319
39.8!7.319 0 39,317.319

550 000
550.000 0 550,000

そ の

受収利恵
イベント売上

545,771
770

103,340
441.661

0 545,771

48.160.6i3 48. 60.613

8,259,9401   3.250.940
3.420.O00
4.015.050

491.980
332.910

0

26,350,093

1

の

)

2

2

σ)

役員報酬
給料手当
法定福利費

役員報酬
綸科手当
法定福利費
襦利厚生費

格謝金
通信贅
会議費
旅費交通費
消耗品質
地代家貨
水道光熱費
外注費
議会費
保険料
交際費
支払報酬料
支払手数料
減価償却費

フロジェクト費
出張費
通信費
会議費
旅費交通費
消耗品費
地代家賃
水道光熱費
外注費
議会費
保険料
支払寄付金
交際費
広告宣伝費
支払報酬料
支払手数料
新聞図書費
中1両費
減価償却費

|

590
162

182

077

019
360
739

470
364
490

684
668

406
640
000

874
080

999
627
662

14.341.

300.

237,

98.

82,

726.

1.707.

168,

5.224.

164.

67.

20,

18,

2.499,

660,

147,

58.

48,

271,

14.

20,058.0931 0

35.118.03335.113.033

1 1."4.091
180.000

1.123.902
127. 177

44.432

68.580

0 1.544.091

90.420

129,631
26.405

29.032
133,752

318.200
35.098

390.179

13,510
69,352

131,526
506,000
109,429

18,986
6.050

1 2.∞ 7.5" 0 2,007.520

3.551.611 3.551.611

38.660.644 30.660.644
9.490.969A B 9.490.969

D

0
, 外 i C D ・・・(2当 期 経

'

01.400.969

32.177.477
人 業税

+

、住民税及び
正

I 一一

■■■■■||■■■■■

E轟 コ

"‖
ロロ

「

■■■■■■
,liヨロロEヨロロ[LII巨:ヨIEヨ||= ■ロロ側口調

・ ・ ・6ヽ

~石
再雨再硼



書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和 3年度 貸借対照表

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 SDGs・ プロミス・ ジャバン

エ

(1) 形 固

A
1

2

337 880

そ の の

300 000

(3)

現金
普通預金

郵便貯金
定期預金

未収金
貯蔵品
前渡金
前払費用

156,253
7,799,575
1,844,666

559,996
550,000
47,300

3,104,306
150,000

536

][][][言
[言言居重資産

_ェ     _,.足

買 産  ~

5,400,000
18,300,000
4,500,000
3,540,281

40,000

【A】 資 産 合 計 ①+② 46,630,793

2

+

1

4 962 347
214 542

B―

未払金 4,747,805

り金

B-2 の

正

正

32 177 477

9 490 969

正

前期

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 46.630,793



令和 3年度  計算書類の注記 事業11告月

特定非営利活動法人 S∞s プロミス・ジャパン

1  童要な会計方針

(1)計 算書類の作成は.ヽPO法人会計基準 (2010年 7月 20日  2017年 12月 120最 終改正 pO法 人会計gr協 議会)|こ よっています .

(2)固定資産の減価償却の方法
仕絆備品の馘●償却は定手法によつています.

(3)重要な外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算E準
外貨建全銭債権債務は.期 末日の直物為替相場により円貨に換算し

(4)消員税等の会計処理
消費税等の会訓夕ι理は.税込方式によっています.

事業別損益の状 :兄

換算差額は損益として処理しております.

使途等が制約 さオした寄畦 等の内訳
使途等が制約 された寄附全等の内訳 に 味財産の増減及び残高の状況)|ま以 下の通 りです.

当法人の工味財産は41.668.446円 ですが.そ の うち7]7.846円 は.下記のよ うに使途が特定 されて います .

したがって使途が制約 されていない正味財産は40.950.000円 です .

内 容 勁首残高 当期 増 力1租 当期 ほ少 烈 躙 末 ,琵筒

者発・教育事業寄附金
T`O、 アドポカン~キ奏

支援 事 業助 成 全 等

衝里コロナ危機の影響を

コミュニティ^の嬌生用品配 事ヽ業

災常支援事業寄附全
フィツピン災書更援事業

5,0.000 5,0.000

左 記の交付を受 けた助成炒 0.000.000円 の うち .

米使用 で返還義務 のある3.540.281円 は未払全 と し

て,偕 対照表 に計上 してい ます .

翌翔 に使用予定の フィ ツピン災害丈膵 業の活動

資金 です.今 和4年 度事 業費の うち.外 注景
3.104.306円 は前置全 として貸暗汁照表 に計上 して

合 計

4. 固定資産の増減内訳

ヽ 日 取 ■ 減 少 減価償却累計願

「

ル固て資産
け器備品

投資その他の資産

緊急支援事業特定資と
ア ドボカシー事業特定資産
ガーナ臓業副ll練校事業特定資産
助成事業返還予定特定資産

保証全
ま全

].556.598 l.911.528

4.500.000

40.000

合 計

役員及びその近親者 との取引の内容

該 当事項はあ りません.

5  その他特定丼営利活動法人の資産.負 債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要な事項

,日 広報事業
啓発・教育

事業
支援事業

派遣・招聘
事業

調 査 研 究

事 業

交流・情報
交極事箋

災害支援
事業

事業部門計 管理部門 合 計

I 経常収益
1  受取会費
2. 受取寄附全
3 受取助成全ヽ
4 事業収益
5  その他収益

経常収益計
Π 経常費用
(1)人 件費

役員報酬
,`1科 千当
法定福利費
福利厚生曼
通勤費
人件費計

(2)その他経費
プロジェクト贅
出張贅
諸謝全
通|1費
会議費
旅費交通費
消耗品費
地代家賃
水道光熱責
外注費
諸会費
保険料
支払

"付
全

交際費
広告宣伝費
文払報酬科
支払手数料
新間図書費
平両費
は価償却費
その他
その他経費計

経常費用計
当剃経常増減額

23.357.600
550.000

295 113 055

:. ]]3.686 l.66,.686
9.002.467

550.000

514.852

1,2. 121

l 110 686 41.629 803 6.500 310

380
880

5.1,8.952
619.157

23.730

]70.715

,2.925
54.580

]l.183.276
129.417

107.449

3.500

29.510

2.370

16.080
2.240

124.410

14.341.590

14.602

90.420

14.341.590
000. 162

____●噛 匹 _2α亜旦コ望 _ユ型■型

事業費と管理費の法分方法
各事業の経費及び事業費と管理費に共通する経費のうち.役員報酬.給料手当.法定福利費.通勤費.通信費.消耗

`ι

費.地ヽ家賃.水道
光熱費.議会費.減価償却員については従事制合に基づき技分しております.



書式第 17号 (法第 28条関係 )

令和 3年度 財産目録

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 SDGs・ プロミス・ジャパン

′

156,253

7,799,575

1,844,666

3,104,306
3,104,306

150,000

5361金

金

150 000

37 255

1 247 837

９

，
一

５

一

５

一一

９

一

９

一

14 212

596,829

559,996

47,300

550,000

現金

現金 (日 本円)

(USド ル)

(ウ ガンダシリング)

(CFAフ ラン)

(ケニアシリング)普遅
Ii11ll]′萬仏u:』

勉シリング):::l::::::lI:ヨ :離‐
11り ,》

`;

郵便預金

郵便預金

郵便預金
総合

当座

定期預金
みずほ銀行 定期預

未収
ξ逸 .教育事業未収金 550,000_

47,3001
貯蔵品

配布用物品
前渡金

フィ リピン災害支援事業費

前払費用
地代家賃

66,238
35,126
28,031
14,783

12,075

金
金
金
金

現
現
現
現

3,360,456
3,882,316

519,548

ドボカシー事業特定資産

2

産

金

急支援事業特定資産

(1

一緊
一ァ

2
Я

）

72 238

金

校

) 形 固

5 400

18 300
′
1 500

3 540

000

の の

ガーナ職

事 返還予定特定

定

産

300

40

000

0001

000

000

281

196,803
1

68,838

什器備品
パ ソコン

複合機
空気清浄機
プロジェク

A

【A】 資 産 合 計 ①十② 46,630,793

4,962,

4,747,805
7

214,542
3 888 682

1

962 347

51 100

B-1

預 り金

859,123
未払金

職員への未払金

その他未払金

源泉徴収税
社会保険

121,277
42,165

【B-1】 負 ③+④ 4,962,34フ債 合 計

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 41,668,446

信  の  部
.1

流動色僣 合計  ・ ・ 《3)

2 固定負債
間申色倍合計 ④



書式第 18号 (法第 28条関係)

令和 3年度年間役員名簿 Jlき斉I″
jだ霜浙F難,It:∬1鱈翻′雅贔彎露:賜

所並

特
μ
刃ヒ非営禾| 活 動 法 人 SDGs・ プロミス・ジャパン

1 1確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )

日各役員について、親族の規定に違反 していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ )

氏    名

前事業年度内の

就任期間

報酬 を受 けた期間

(該 当者のみに記入)

1
・監事

ニシダ ヨウコウ

西田 陽光

令和 3年 4月 1日

令和 3年 6月 5日

年

年

月

月

日

日

2 (理刺
ヽ _ノ

監 事

トム ビス トン

ネディエ

Tom Biston

Nedie

令和 3年 4月 1日

令和 3年 6月 5日

年

年

月

月

日

日

3 こ[ヽ
ヽ_ノ

監 事

ティモシー フレト
・

リック  タ
・ワ

T imothy
Fredrick Dawa

令和 3年 4月 1日

令和 3年 6月 5日

年

年

月

月

日

曰

4

′
~ヽ

建ヲ・監事
キタオカ リエコ

北岡 理恵子

令和 3年 4月 1日

令和 4年 3月 31日

令和 3年 4月 1日

令和 4年 3月 31日

5
・監事

ヤスダ ヒサヨ

安田 尚代

令和 3年 4月 1日

令和 4年 3月 31日

年 月

月

曰

日年

6

サラヤ ンロウ

更家 史朗

令和 3年 4月 1日

令和 4年 3月 31日

年 月

月

日

年 日

7 〇 監 事

クボ フミアキ

久保 文明

令和 3年 4月 1日

令和 4年 3月 31日

年=   月   日

年  月  日

8 ・監事
ドイ マサ ミ

土井 正己

令和 3年 4月 1日

令和 4年 3月 31日

年  月  日

年  月  日

9
・監事

ヨシザキ タツヒコ

吉崎 達彦

令和 3年 6月 5日

令和 4年 3月 31日

年  月  日

年  月  日

事 業 報 告 用

⌒

Qヲ
・監事

○



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

10 ・監事
t'?+ | ,-( =

山本 恵子

令和 3年 6月 5日

令和 4年 3月 31日

年

　

年

月

　

　

月

11 理 事

ナカジマ タケハル

中島 丈晴

令和 3年 4月 1日

令和 4年 3月 31日

年

年

月

　

　

月

12 理 事

シブヤ コウイチ

澁谷 耕一

令和 3年 4月 1日

令和 4年 3月 31日

月

　

　

月

年

　

年

〔̂理10
ヽ_′



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係)

設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人  SDGs・ プロミス・ ジヤバン

氏    名

1

サラヤ株式会社

代表取締役社長

更家 悠介

2

信越化学工業株式会社

代表取締役会長

金川 千尋

3 北岡 理恵子

4
尾上 実栄

5
河路 千鶴子

6
北岡 篤

7
鈴木 秀幸

8 給田 英哉

9
山本 恵子

10 吉崎 達彦


